
附属明細書
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 損益内 損益外

建 物 76¶059¶816 22¶668¶514 ` 98¶728¶330 21¶346¶803 5¶000¶206 ` ` ` 77¶381¶527

構 築 物 35¶925¶300 1¶050¶000 2¶607¶750 34¶367¶550 14¶104¶319 2¶339¶099 ` ` ` 20¶263¶231

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 及 び 装 置 187¶329¶880 56¶161¶501 763¶000 242¶728¶381 53¶241¶411 22¶339¶450 ` ` ` 189¶486¶970

車 両 運 搬 具 38¶251¶883 ` ` 38¶251¶883 32¶475¶038 2¶133¶354 ` ` ` 5¶776¶845

工具、器具及び備品 743¶559¶444 129¶194¶605 36¶418¶635 836¶335¶414 556¶750¶416 86¶303¶492 ` ` ` 279¶584¶998

計 1¶081¶126¶323 209¶074¶620 39¶789¶385 1¶250¶411¶558 677¶917¶987 118¶115¶601 ` ` ` 572¶493¶571

建 物 8¶659¶319¶241 74¶572¶297 89¶200¶901 8¶644¶690¶637 4¶691¶405¶937 370¶135¶551 26¶965¶509 ` 26¶965¶509 3¶926¶319¶191

構 築 物 98¶261¶001 ` 22¶167 98¶238¶834 80¶923¶223 5¶075¶367 ` ` ` 17¶315¶611

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

機 械 及 び 装 置 1¶613¶560¶933 517¶327¶703 6¶615¶000 2¶124¶273¶636 797¶936¶419 134¶100¶958 ` ` ` 1¶326¶337¶217

工具、器具及び備品 117¶176¶947 ` ` 117¶176¶947 85¶189¶098 15¶924¶200 ` ` ` 31¶987¶849

建 設 仮 勘 定 373¶292¶000 1¶316¶907¶591 591¶900¶000 1¶098¶299¶591 ` ` ` ` ` 1¶098¶299¶591

計 10¶861¶610¶122 1¶908¶807¶591 687¶738¶068 12¶082¶679¶645 5¶655¶454¶677 525¶236¶076 26¶965¶509 ` 26¶965¶509 6¶400¶259¶459

非 償 却 資 産
土 地 6¶170¶400¶000 ` ` 6¶170¶400¶000 ` ` ` ` ` 6¶170¶400¶000

計 6¶170¶400¶000 ` ` 6¶170¶400¶000 ` ` ` ` ` 6¶170¶400¶000

建 物 8¶735¶379¶057 97¶240¶811 89¶200¶901 8¶743¶418¶967 4¶712¶752¶740 375¶135¶757 26¶965¶509 ` 26¶965¶509 4¶003¶700¶718

構 築 物 134¶186¶301 1¶050¶000 2¶629¶917 132¶606¶384 95¶027¶542 7¶414¶466 ` ` ` 37¶578¶842

機 械 及 び 装 置 1¶800¶890¶813 573¶489¶204 7¶378¶000 2¶367¶002¶017 851¶177¶830 156¶440¶408 ` ` ` 1¶515¶824¶187 注１
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７．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
８．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

（追加情報）
当事業年度より、金融商品の時価等の開示に係る「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人
会計基準注解」（「独立行政法人会計基準の改定について」（独立行政法人会計基準研究会、財政制度
等審議会、財政制度分科会、法制・公会計部会平成22年３月30日）及び「「独立行政法人会計基準」
及び「独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ」（総務省行政管理局、財務省主計局、日本公認
会計士協会 平成22年４月）を適用しております。

［重要な債務負担行為］
翌年度以降に支払を予定している重要な債務負担行為額は、施設整備に関して61¶950¶000円、施

設修理に関して10¶500¶000円であります。
［貸借対照表関係］
１．運営費交付金から充当されるべき引当外賞与の見積額 66¶820¶312円
２．運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額 879¶306¶108円
［キャッシュ・フロー計算書関係］
１．資金期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係
現金及び預金勘定 119¶532¶360円

G G G G G G

資金期末残高 119¶532¶360円
２．重要な非資金取引
{ ファイナンス・リースによる資産の取得 4¶943¶317円
［金融商品関係］
保有している金融商品の重要性が乏しいため、注記を省略しております。
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